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国外支配株主等及び資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高 

国 外 支 配 株 主 等 に 対 す る 

負 債 に 係 る 平 均 負 債 残 高 
1 

円
国内の資金 供与者等に 対する 

負 債 に 係 る 平 均 負 債 残 高 
3 

円

国外の資金 供与者等に 対する 

負 債 に 係 る 平 均 負 債 残 高 
2  

国外支配株主等及び資金供与者等に

対する負債に係る平均負債残高 

(1)＋(2)＋(3) 

4  

国 外 支 配 株 主 等 に 係 る 負 債 ・ 資 本 持 分 比 率 の 計 算 

総資産の帳 簿価額の平 均残高 5 

円 自 己 資 本 の 額 

（(7)と(8)のうち多い金額） 
9 

円

総負債の帳 簿価額の平 均残高 6  
直接及び間接保有の株式等の保有割合 

（別表十七(一)付表「4の計」） 
10 

％

差 引 金 額 

(5)－(6) 
7  

国 外 支 配 株 主 等 の 資 本 持 分 

(9)×( )10  
11 

円

資 本 金 等 の 額 又 は 

連 結 個 別 資 本 金 等 の 額 
8  

国 外 支 配 株 主 等 に 係 る 

負 債 ・ 資 本 持 分 比 率 
12 

倍

総 負 債 ・ 自 己 資 本 比 率 の 計 算 

総 負 債 に 係 る 平 均 負 債 残 高 13 

円

総 負 債 ・ 自 己 資 本 比 率 
( )13
   

(9)
 14 

倍

類 似 法 人 の 総 負 債 ・ 純 資 産 比 率 の 計 算 

租税特別措置法第66条の５第３項又は 

第 68 条 の 89 第 ３ 項 の 適 用 の 有 無 
15 有 ・ 無 類 似 法 人 の 総 利 付 負 債 の 額 19 

円

類 似 法 人 の 名 称 16  類 似 法 人 の 純 資 産 の 額 20  

類 似 法 人 の 本 店 又 は 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
17  

 

類似法人の総負債・純資産比率 

倍

類似法人の事業年度又は連結事業年度 18 
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 小数点以下２位 

 未満切上げ   
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損 金 不 算 入 額 の 計 算 

国 外 支 配 株 主 等 に 対 す る 

負債に係る 負債の利子 等の額 
22 

円  
  

国外の資金 供与者等に 対する 

負債に係る 負債の利子 等の額 
23     

国内の資金 供与者等に 対する 

負 債 に 係 る 保 証 料 等 の 額 
24     

国外支配株主等及び資金供与者等に
対する負債に係る負債の利子等の額 

( )22 ＋( )23 ＋( )24  
25  

 
  

(4) － ( )11  × (３又は( )21 ) 26     
高
超
過
額 

平
均
負
債
残 ( )13  － (9) × (３又は( )21 ) 27     

 
国外支配株主等に係る負債の利子等の損金算入

に関する明細書 

事業年度

又は連結
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・  ・ 

・  ・ 
法人名 

（ ）
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別表十七（一）の記載の仕方 

 
１ この明細書は、法人が措置法第66条の５((((国外支配株主等

に係る負債の利子等の課税の特例))))の規定の適用を受ける場
合又は連結法人が同法第68条の89((((連結法人の国外支配株主
等に係る負債の利子等の課税の特例))))の規定の適用を受ける
場合に記載します。 
 なお、連結法人については、適用を受ける各連結法人ごと
にこの明細書を作成し、その連結法人の法人名を「法人名」
のかっこの中に記載してください。 

２ 「国外支配株主等に対する負債に係る平均負債残高１」、
「国外の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高２」
及び「国内の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高
３」の各欄には、これらの負債について、当該事業年度又は
連結事業年度のこれらの負債の帳簿価額の平均的な残高と
して合理的な方法により計算した金額を記載します。この場
合において、その金額の計算に関する明細を別紙に記載して
添付してください。 

３ 「総資産の帳簿価額の平均残高５」には、措置法令第39条
の13第22項第１号又は第39条の113第20項第１号((((総資産の
帳簿価額の平均残高))))に規定する総資産の帳簿価額の平均的
な残高として合理的な方法により計算した金額を記載しま
す。この場合において、その金額の計算に関する明細を別紙
に記載して添付してください。 

４ 「総負債の帳簿価額の平均残高６」には、措置法令第39条
の13第22項第２号又は第39条の113第20項第２号((((総負債の
帳簿価額の平均残高))))に規定する総負債の帳簿価額の平均的
な残高として合理的な方法により計算した金額を記載しま
す。この場合において、その金額の計算に関する明細を別紙
に記載して添付してください。 

５ 「類似法人の総負債・純資産比率の計算」の各欄は、法人
が、国外支配株主等の資本持分及び自己資本の額に係る各倍
数に代えて、当該法人の当該事業年度又は連結事業年度終了
の日以前３年内に終了した当該法人と同種（外国法人の場合
には、当該外国法人の国内事業と同種）の事業を営む内国法
人で事業規模その他の状況が類似するものの各事業年度又
は各連結事業年度のうちいずれかの事業年度又は連結事業
年度終了の日における総負債（措置法第66条の５第４項第３
号に規定する負債の利子等の支払の基因となるものに限り
ます。）の額の同日における資本金、法定準備金及び剰余金
の合計額に対する比率に照らし妥当と認められる倍数を用
いる場合に記載します。この場合、その用いる倍数が妥当で
あることを明らかにする書類その他の資料を保存する必要
があります。 
 また、「類似法人の事業年度又は連結事業年度18」には、
法人の当該事業年度又は連結事業年度終了の日以前３年内
に終了した当該法人と同種（外国法人の場合には、当該外国
法人の国内事業と同種）の事業を営む内国法人で事業規模そ
の他の状況が類似するものの各事業年度又は各連結事業年
度のうちいずれかの事業年度又は連結事業年度の倍数を用
いる場合に、その倍数を用いる類似法人の事業年度又は連結
事業年度を記載します。 

６ 「国外支配株主等に対する負債に係る負債の利子等の額
22」、「国外の資金供与者等に対する負債に係る負債の利子
等の額23」には、次の(1)及び(2)の費用のうち国外支配株主
等又は国外の資金供与者等に対する負債に係るもの（その支
払を受ける者の法人税の課税対象所得に含まれるものを除
きます。）を記載し、「国内の資金供与者等に対する負債に
係る保証料等の額24」には、次の(2)の費用のうち国内の資
金供与者等に対する負債に係るもの（その支払を受ける者の
法人税の課税対象所得に含まれるものを除きます。）を記載
します。この場合において、その金額の計算に関する明細を
別紙に記載して添付してください。 
(1) 負債の利子（手形の割引料、社債発行差金その他経済的
な性質が利子に準ずるものを含みます。） 

(2) 措置法令第39条の13第15項各号に掲げる債務の保証料
又は債券の使用料 

７ 法人が措置法第66条の５第２項((((特定債券現先取引等に係
る負債がある場合の負債の利子等の損金不算入))))の規定の適
用を受ける場合又は連結法人が同法第68条の89第２項((((連結
法人の特定債券現先取引等に係る負債がある場合の負債の
利子等の損金不算入))))の規定の適用を受ける場合の記載は、
次によります。 

(1) 「国外支配株主等に対する負債に係る平均負債残高１」
には、国外支配株主等に対する負債に係る平均負債残高か
ら別表十七(一)付表「７の計」の金額を控除した残額を記
載します。 

(2) 「国外の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高
２」には、国外の資金供与者等に対する負債に係る平均負
債残高から別表十七(一)付表「12の計」の金額を控除した
残額を記載します。 

(3) 「国内の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高
３」には、国内の資金供与者等に対する負債に係る平均負
債残高から別表十七(一)付表「17の計」の金額を控除した
残額を記載します。 

(4) 「総負債に係る平均負債残高13」には、総負債に係る平
均負債残高から、別表十七(一)付表「７の計」の金額、同
表「12の計」の金額、同表「17の計」の金額及び同表「22
の計」の金額の合計額を控除した残額を記載します。 

(5) 「類似法人の総利付負債の額19」には、類似法人の総利
付負債の額から、措置法規則第22条の10の３((((国外支配株
主等に係る負債の利子等の課税の特例の類似法人の総負
債の額から控除する金額))))に規定する金額又は同規則第
22条の75の２((((連結法人の国外支配株主等に係る負債の
利子等の課税の特例の類似法人の総負債の額から控除す
る金額))))に規定する金額を控除した残額を記載します。 

(6) 「国外支配株主等に対する負債に係る負債の利子等の額
22」には、国外支配株主等に対する負債の利子等の額から
別表十七(一)付表「９の計」の金額を控除した残額を記載
します。 

(7) 「国外の資金供与者等に対する負債に係る負債の利子等
の額23」には、国外の資金供与者等に対する負債に係る負
債の利子等の額から別表十七(一)付表「14の計」の金額を
控除した残額を記載します。 

(8) 「国内の資金供与者等に対する負債に係る保証料等の額
24」には、国内の資金供与者等に対する負債に係る保証料
等の額から別表十七(一)付表「19の計」の金額を控除した
残額を記載します。 

(9) 「平均負債残高超過額」の各欄の記載については、「(4)
－( )11 ×（３又は( )21 ）」とあるのは「(4)－( )11 ×（２又は
( )21 ）」と、「( )13 －(9)×（３又は( )21 ）」とあるのは「( )13
－(9)×（２又は( )21 ）」として計算した金額を記載します。 

８ 措置法第66条の５の規定の適用を受ける法人が外国法人
の場合にあっては、次により記載します。 
(1) ｢国外支配株主等に対する負債に係る平均負債残高１｣、
｢国外の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残高
２｣、｢国内の資金供与者等に対する負債に係る平均負債残
高３｣、｢総資産の帳簿価額の平均残高５｣、｢総負債の帳簿
価額の平均残高６｣、｢総負債に係る平均負債残高13｣、｢国
外支配株主等に対する負債に係る負債の利子等の額22｣、
｢国外の資金供与者等に対する負債に係る負債の利子等の
額23｣及び「国内の資金供与者等に対する負債に係る保証
料等の額24」の各欄の負債、総資産、総負債及び負債の利
子等の額は、それぞれ当該外国法人の国内事業に係るもの
を記載します。 

(2) 「資本金等の額又は連結個別資本金等の額８」には、当
該外国法人の事業年度終了の日における法第２条第16号
((((定義))))に規定する資本金等の額にその総資産の帳簿価額
のうちに占める国内事業に係る資産の帳簿価額の割合を
乗じて計算した金額を記載します。 

(3) 「国外支配株主等の資本持分11」には、「自己資本の額
９」の金額を記載します。 

(4) 「直接及び間接保有の株式等の保有割合10」、「( )13 －
(9)×（３又は( )21 ）27」、 

「( )13 －(3)≦(9)×(３又は( )21 )の場合 

      ( )24 ×
( )27
   

(3)
         

」 

及び 

「( )13 －(3)＞(9)×(３又は( )21 )の場合 

 ( )24 ＋(( )25 －( )24 )×
( )27 －(3)

        

(4)－(3)
     

」
 

の各欄の記載は要しません。
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